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1基本的考え ※公正競争確保の在り方に関する検討会議（第3回）当社説明資料の再掲

◼ 過去の議論の積み重ねにより定められたルール・規律等については、当然のことながら
NTTグループが一方的に反故にして良いものではなく、電気通信事業法・NTT法の趣旨
及び現行規制等の意味合いに立ち戻ったうえで、公正競争へ与える影響を慎重に見極め、
見直しの是非を判断することが肝要

⁃ 「NTTグループがGAFAと戦うため」「NTTグループの安価なサービス提供を実現するため(NTTドコモ殿等

の競争力強化のため)」等の理由によって、これまでの競争ルールをリセットすることは認められない

⁃ 本件に伴い、NTTグループの顧客でもある接続/卸先事業者(及びその先に存在する利用者)が不利益を
被ること、ひいては国内の公正競争環境を後退させるようなことがあってはならない

◼ 他方、「NTTグループの競争力強化」自体を必ずしも否定するものではないが、
それはあくまで国内の公正競争環境を更に追求する形で実現されるべきもの

⁃ 国内の公正競争環境が保たれている前提でのNTTグループの競争力強化を否定するものではない

⁃ 上記の前提なく、「NTTグループ(他の特定個社・グループも同様)の競争力を高める、後押しする」という
思想は、利用者利便の向上・国内企業の国際競争力強化(=国益)にも資するものではないと考える
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1. NTTドコモ殿とNTTレゾナント殿の合併について

2. 今後の懸念

3. 市場検証会議での検証

4. 最後に
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4NTTドコモ殿とNTTレゾナント殿の合併

2023年7月1日をもって、NTTドコモ殿がNTTレゾナント殿を吸収合併

出典：NTTレゾナント殿 プレスリリース（2023年5月25日）

OCN等のサービス・ソリューションは
NTTドコモ殿にて継続提供
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5合併の概要・影響①

MVNO市場※においてシェア2位の「OCNモバイルONE」を統合
また、NTT系主要ISP(固定系)が統合される

MVNO市場シェア

出典：電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データ（令和4年度第3四半期（12月末））

※SIMカード型

ISP(固定系)市場シェア

出典：電気通信事業分野における市場検証（令和３年度）年次レポート（2022年6月24日）
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6合併の概要・影響②

今回NTTドコモ殿が吸収する事業は
NTTコミュニケーションズ殿から譲渡されたもの

出典：NTTコミュニケーションズ殿プレスリリース（2022年4月27日）
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7合併の概要・影響③

実質、NTTコミュニケーションズ殿からNTTドコモ殿への事業譲渡の形態

NTTドコモ

NTTコミュニケーションズ

MVNO事業
ISP事業

MVNE事業法人事業

NTTレゾナント

MVNO事業
ISP事業

MVNO事業
ISP事業

MNO事業 個人事業

事業譲渡
（2022年7月1日）

吸収合併
（2023年7月1日）

（NTTドコモ殿の特定関係法人） （NTTドコモ殿の特定関係法人）
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8合併の概要・影響④

合併(禁止行為規制対象事業者と特定関係法人間)により規制の対象外となる課題がある中、
短期間で2度の合併を実施

NTTドコモ

NTTコミュニケーションズ

MVNO事業
ISP事業

NTTぷらら

MVNE事業

放送事業
ISP事業

法人事業

NTTレゾナント

MVNO事業
ISP事業

MVNO事業
ISP事業

放送事業
ISP事業

MNO事業 個人事業

吸収合併
（2023年7月1日）

吸収合併
（2022年7月1日）

出典：公正競争確保の在り方に関する検討会議 報告書（2021年10月12日）

（NTTドコモ殿の特定関係法人） （NTTドコモ殿の特定関係法人）
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10①NTTドコモ殿とNTTコミュニケーションズ殿の関係

旧NTTコミュニケーションズ殿の事業やインフラの段階的な分離・統合が進められ、
本来、組織再編に伴い行われるべき議論を回避しているように見える

公正競争環境に与える影響・必要な措置等の議論が
不十分なまま統合が進む懸念

NTTドコモ

NTTコミュニケーションズ

MVNO事業
ISP事業

MVNE事業法人事業

NTTレゾナント

MVNO事業
ISP事業

固定系
インフラ

MVNO事業
ISP事業

放送事業
ISP事業固定系

インフラ

MNO事業 個人事業

事業譲渡
（2022年7月1日）

吸収合併
（2023年7月1日）

設備移管
（2022年7月）

移動系
インフラ

旧NTT殿より承継したものを含む事業やインフラを
今回の再編を含め段階を踏んでNTTドコモ殿に集約し

本来行われるべき議論を回避

？
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11【参考】NTTドコモ殿への設備移管

出典：NTTドコモ殿プレスリリース（2021年12月14日）

ネットワークインフラ設備・関連業務を
NTTドコモ殿に移管
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12②NTTドコモ殿とNTTデータ殿の関係

NTTデータ殿もNTTコミュニケーションズ殿と同様に事業再編を行っており、
「資本関係の変化」を伴う新たな再編が行われた場合の影響は非常に大きい

NTTドコモ

NTTコミュニケーションズ

MVNE事業法人事業

NTTレゾナント

MVNO事業
ISP事業

MVNO事業
ISP事業

放送事業
ISP事業固定系

インフラ

MNO事業 個人事業

吸収合併
（2023年7月1日）

移動系
インフラ

NTTコムウェア

ソフトウェア
事業66.6%

100%

日本電信電話

100% 33.3%

NTTデータグループ

NTTデータ
国内事業会社

ソリューション
事業

NTTデータ
国内事業会社

ソリューション
事業

NTTデータ
海外事業会社

54.2%

55%

45% 旧NTTからの
分離会社

将来的に
子会社化の懸念

100%

事業分割
（2023年7月1日）

NTTドコモグループ
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13②NTTドコモ殿とNTTデータ殿の関係

出典：公正競争確保の在り方に関する検討会議（第3回）当社説明資料（2021年1月14日）

NTTドコモ殿完全子会社化のような資本関係の変化は、
規制遵守・公正競争の維持に与える影響が非常に大きい
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15市場検証会議における組織再編への対応

出典：電気通信事業分野における市場検証（令和３年度） 年次レポート（2022年6月24日）

NTTグループは総務省へ組織再編の説明が必要

総務省は市場検証会議の意見や
競争事業者における懸念の有無等を勘案

公正競争上の具体的な問題への対応のため、
組織再編の実行前に、各種措置・行政指導、

監督命令等も行うことを想定

NTTグループの組織再編は市場検証会議における検証対象であり、
組織再編実行前の措置も想定している
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16市場検証会議における課題①

NTTドコモによる特定関係法人の吸収合併

旧NTTと旧NTTからの分離会社との合併

一方で、検証対象となる「当該組織再編」は特定条件下の合併に限られており、
資本関係の変化は検証対象外となっている

出典：電気通信事業分野における市場検証（令和３年度） 年次レポート（2022年6月24日）

出典：電気通信事業分野における市場検証（令和３年度） 年次レポート（2022年6月24日）
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17市場検証会議における課題②

5月以前 6月 7月

プレスリリース
（5/25）

▼

▲
組織再編実行日

（7/1）

19営業日

市場検証会議
（6/21）

▼

8営業日

NTTグループ殿
総務省事前説明

▼

？営業日

1

検証運用の実効性を確保するためには、
組織再編に伴う必要な措置の検討等を行うための十分な期間が必要である

【今回のNTTレゾナント殿吸収合併に関するスケジュール】

2
実行前措置を講じるに十分な期間はもちろん
のこと、再編に伴い必要な措置等を実行前に
公表する十分な期間が必要

再編実行前に、市場検証会議の意見や
競争事業者の懸念の有無等を勘案するための
十分な影響分析・検討の期間が必要

1

2
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19最後に ①

1. 今後の組織再編も想定した実効性のある検証体制・運用の確保

✓ 再編実行前に、市場検証会議の意見や競争事業者の懸念の有無等を勘案するための
十分な影響分析・検討の期間を確保する

✓ 実行前措置を講じるに十分な期間はもちろんのこと、再編に伴い必要な措置等を実行前に
公表する十分な期間を確保する

2. 市場検証会議の検証対象となるNTTグループ組織再編形態の拡大

✓ 資本関係の変化も本検証会議の検討対象に追加する

◼ NTTドコモ殿とNTTレゾナント殿の合併に関連する要望事項（まとめ）
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20最後に ②

1. 市場への影響が相対的に軽微と思われる組織再編を先行的に実施の上、
当該事案を実績とし、将来、結果的に大規模な再編(例：NTTドコモ殿とNTTコミュニ

ケーションズ殿の合併、NTTデータグループに関する資本関係の変化等)がなし崩しに行われること
のないよう、NTTグループの動向に関するモニタリングを強化いただきたい

2. 我が国の電気通信市場における公正競争の確保等、従来の通信政策における
視点が蔑ろにされた状態において、NTTグループの再編や各種義務等の規制緩
和(例：NTT法改正や電気通信事業法改正等)にかかる議論が、各種文脈(例：対GAFAM、

政府による株式保有義務要否等)から唐突に進行することのないようにしていただきたい

◼ その他NTTグループの組織再編等に対する全般的要望・意見




